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帳簿等データの提出依頼でＱ＆Ａ ２面

中堅等グループ化税制が増加傾向 ２面

米国遺族年金の受給権巡り高裁判決 ３面

日税連がＡＩ等活用でガイドライン ４面

　

政

府

税

制

調

査

会

（

翁

百

合

会

長

）

は

９

日

、

税

制

の

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

に

関

す

る

専

門

家

会

合

を

開

催

し

た

。

こ

の

日

は

令

和

９

年

度

税

制

改

正

の

焦

点

の

一

つ

と

な

る

事

業

承

継

税

制

、

特

に

そ

の

特

例

措

置

を

テ

ー

マ

に

議

論

が

行

わ

れ

た

。

委

員

か

ら

は

事

業

承

継

へ

の

過

度

な

優

遇

は

、

課

税

の

公

平

や

新

規

の

起

業

な

ど

を

害

す

る

と

い

っ

た

意

見

が

相

次

い

だ

。

　

政

府

は

９

日

、

第

３

回

目

の

租

税

特

別

措

置

・

補

助

金

・

基

金

の

徹

底

見

直

し

に

関

す

る

関

係

閣

僚

等

及

び

副

大

臣

会

議

を

開

催

し

た

。

会

議

で

は

、

各

省

庁

に

よ

る

自

己

点

検

の

結

果

に

基

づ

く

予

算

要

求

・

税

制

改

正

要

望

へ

の

反

映

状

況

と

今

後

の

取

組

み

に

つ

い

て

議

論

し

た

。

な

お

、

今

年

４

月

に

開

催

し

た

第

２

回

会

議

ま

で

は

「

租

税

特

別

措

置

・

補

助

金

見

直

し

に

関

す

る

関

係

閣

僚

等

及

び

副

大

臣

会

議

」

の

名

称

だ

っ

た

が

、

今

回

か

ら

名

称

が

変

更

さ

れ

て

い

る

。

　

こ

の

中

で

、

租

特

の

見

直

し

に

関

連

す

る

事

項

を

取

り

上

げ

る

と

、

令

和

８

年

度

末

に

適

用

期

限

が

到

来

す

る

こ

と

な

ど

に

よ

り

、

９

年

度

税

制

改

正

で

議

論

が

想

定

さ

れ

る

措

置

（

国

税

�

項

目

、

地

方

税

�

項

目

）

の

う

ち

、

各

省

庁

の

自

己

点

検

に

よ

っ

て

廃

止

の

方

向

性

が

示

さ

れ

た

の

は

国

税

の

１

項

目

（

認

定

特

別

事

業

再

編

計

画

等

に

基

づ

き

行

う

登

記

の

税

率

の

軽

減

）

の

み

だ

っ

た

。

　

こ

れ

が

各

省

庁

の

税

制

改

正

要

望

に

よ

り

、

国

税

で

廃

止

要

望

が

１

項

目

（

直

系

尊

属

か

ら

結

婚

・

子

育

て

資

金

の

一

括

贈

与

を

受

け

た

場

合

の

贈

与

税

の

非

課

税

）

増

え

、

地

方

税

で

も

１

項

目

（

ロ

ー

カ

ル

５

Ｇ

無

線

局

の

償

却

資

産

に

係

る

課

税

標

準

の

特

例

措

置

）

の

廃

止

要

望

が

出

さ

れ

た

が

、

残

り

の

項

目

に

つ

い

て

は

延

長

要

望

が

出

さ

れ

て

お

り

、

年

末

の

税

制

改

正

プ

ロ

セ

ス

に

向

け

て

さ

ら

な

る

見

直

し

が

必

要

と

の

見

解

が

示

さ

れ

た

。

　

片

山

さ

つ

き

財

務

相

兼

租

税

特

別

措

置

・

補

助

金

見

直

し

担

当

相

の

提

出

資

料

で

は

、

「

特

に

中

小

企

業

関

係

租

特

（

賃

上

げ

促

進

税

制

、

軽

減

税

率

等

）

に

つ

い

て

は

、

行

動

変

容

を

促

す

と

い

う

政

策

効

果

が

実

際

に

生

じ

て

い

る

か

を

検

証

し

つ

つ

、

財

源

確

保

の

必

要

性

等

を

踏

ま

え

て

検

討

す

る

」

と

し

て

お

り

、

�

月

上

旬

開

催

の

次

回

の

税

制

の

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

に

関

す

る

専

門

家

会

合

で

「

中

小

企

業

関

係

租

特

等

」

を

取

り

上

げ

る

予

定

。

同

会

合

で

は

客

観

的

デ

ー

タ

に

基

づ

き

、

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

の

観

点

か

ら

有

効

性

等

を

検

証

・

議

論

す

る

。

　

９

日

に

閣

議

決

定

さ

れ

、

国

会

に

提

出

さ

れ

た

消

費

税

率

の

引

下

げ

と

就

業

者

負

担

軽

減

支

援

金

の

支

給

に

関

す

る

法

案

で

は

、

こ

れ

ら

に

必

要

な

財

源

を

補

助

金

等

や

租

税

特

別

措

置

の

適

正

化

な

ど

を

通

じ

て

確

保

す

る

と

し

て

お

り

、

租

特

見

直

し

の

深

堀

り

が

求

め

ら

れ

て

い

る

。

　

政

府

は

９

日

、

予

算

・

税

制

に

係

る

公

的

制

度

の

基

準

額

・

閾

値

の

点

検

・

見

直

し

に

関

す

る

関

係

府

省

庁

連

絡

会

議

を

開

催

し

た

。

　

物

価

上

昇

が

継

続

し

て

い

る

こ

と

を

踏

ま

え

、

政

府

は

予

算

、

税

制

で

長

年

据

え

置

か

れ

た

ま

ま

の

さ

ま

ざ

ま

な

公

的

制

度

に

係

る

基

準

額

な

ど

を

国

民

生

活

に

深

刻

な

影

響

を

及

ぼ

さ

な

い

よ

う

昨

年

か

ら

継

続

し

て

、

点

検

・

見

直

し

を

行

っ

て

い

る

。

会

議

で

は

内

閣

府

か

ら

各

省

庁

が

点

検

し

た

令

和

９

年

度

概

算

要

求

・

税

制

改

正

要

望

に

お

け

る

基

準

額

・

閾

値

の

要

求

・

要

望

内

容

が

整

理

し

て

示

さ

れ

、

こ

の

中

で

税

制

に

つ

い

て

は

�

件

の

見

直

し

要

望

が

あ

っ

た

こ

と

が

明

ら

か

に

さ

れ

た

。

　

具

体

的

に

は

、

①

減

価

償

却

資

産

に

係

る

取

得

価

額

基

準

等

が

７

件

、

②

交

際

費

課

税

が

２

件

、

③

勤

労

者

財

産

形

成

・

促

進

制

度

が

４

件

。

①

は

�

万

円

未

満

の

資

産

に

つ

い

て

、

取

得

時

に

全

額

損

金

算

入

を

認

め

て

い

る

点

な

ど

、

②

は

交

際

費

等

か

ら

除

か

れ

損

金

算

入

可

能

な

飲

食

費

を

１

人

当

た

り

１

万

円

以

下

と

し

て

い

る

点

が

含

ま

れ

る

。

　

な

お

、

見

直

し

の

適

否

は

与

党

税

制

調

査

会

に

お

け

る

議

論

を

経

て

決

定

す

る

と

し

て

い

る

。

　

議

論

を

前

に

、

財

務

省

と

中

小

企

業

庁

か

ら

そ

れ

ぞ

れ

事

業

承

継

税

制

の

効

果

等

に

つ

い

て

説

明

が

あ

っ

た

。

　

財

務

省

、

中

企

庁

の

説

明

い

ず

れ

で

も

平

成

�

年

の

事

業

承

継

税

制

の

特

例

の

創

設

以

降

、

適

用

件

数

等

が

増

加

し

て

い

る

こ

と

が

示

さ

れ

た

。

そ

の

上

で

、

財

務

省

は

事

業

承

継

税

制

適

用

前

の

納

付

税

額

に

対

す

る

適

用

後

の

納

付

税

額

の

割

合

を

比

べ

る

と

、

特

例

措

置

を

適

用

す

る

と

納

付

税

額

は

お

お

む

ね

５

割

前

後

に

減

少

し

、

仮

に

一

般

措

置

を

適

用

し

た

と

し

て

も

納

付

税

額

の

上

昇

幅

は

そ

こ

か

ら

１

割

程

度

に

と

ど

ま

る

こ

と

、

特

例

の

適

用

状

況

を

業

種

別

に

み

る

と

、

不

動

産

賃

貸

業

で

従

業

員

数

が

少

な

い

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

猶

予

税

額

が

大

き

く

な

っ

て

お

り

、

他

の

業

種

と

比

較

し

て

も

差

が

際

立

っ

て

い

る

こ

と

な

ど

を

指

摘

。

　

他

方

、

中

企

庁

か

ら

は

事

業

承

継

税

制

の

適

用

者

の

方

が

、

非

適

用

者

よ

り

も

売

上

成

長

率

や

労

働

生

産

性

の

平

均

向

上

率

が

高

い

傾

向

に

あ

る

と

す

る

デ

ー

タ

が

示

さ

れ

た

。

　

こ

れ

に

続

く

議

論

で

は

、

出

席

し

た

委

員

か

ら

「

相

続

税

が

格

差

の

固

定

化

防

止

と

い

っ

た

役

割

を

担

う

こ

と

に

鑑

み

れ

ば

、

非

上

場

株

式

の

相

続

に

対

し

て

幅

広

く

１

０

０

％

の

納

税

猶

予

を

与

え

る

特

例

は

課

税

の

公

平

性

と

い

う

観

点

か

ら

は

行

き

過

ぎ

と

考

え

ら

れ

る

」

「

事

業

承

継

を

優

遇

す

る

こ

と

で

新

規

に

起

業

を

し

よ

う

と

す

る

人

が

不

利

に

な

ら

な

い

か

」

「

事

業

承

継

税

制

は

社

会

的

に

意

義

の

あ

る

事

業

承

継

を

後

押

し

す

る

も

の

で

な

け

れ

ば

な

ら

ず

、

富

裕

層

が

相

続

税

や

贈

与

税

の

負

担

を

回

避

す

る

た

め

の

資

産

承

継

税

制

で

あ

っ

て

は

な

ら

な

い

」

と

い

っ

た

制

度

に

対

す

る

厳

し

い

意

見

が

出

た

。

　

ま

た

、

親

族

以

外

の

常

時

使

用

従

業

員

が

５

人

以

上

で

あ

る

こ

と

な

ど

一

定

の

要

件

を

満

た

す

資

産

管

理

会

社

は

事

業

承

継

税

制

が

適

用

で

き

る

点

に

つ

い

て

、

要

件

が

緩

い

と

す

る

意

見

が

複

数

あ

っ

た

。

　

法

人

版

事

業

承

継

税

制

の

特

例

は

９

年

末

で

適

用

期

限

切

れ

と

な

る

。

　

８

年

与

党

税

制

改

正

大

綱

で

は

、

同

特

例

の

適

用

期

限

到

来

後

の

あ

り

方

に

つ

い

て

「

９

年

度

税

制

改

正

に

お

い

て

結

論

を

得

る

」

と

し

て

お

り

、

今

年

末

の

与

党

税

制

調

査

会

で

の

議

論

を

通

じ

て

具

体

的

な

制

度

設

計

等

が

行

わ

れ

る

予

定

だ

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ � �

第３７１８号
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高

市

早

苗

首

相

は

７

日

の

衆

院

本

会

議

の

代

表

質

問

で

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

方

法

に

つ

い

て

、

現

時

点

で

何

ら

か

の

結

論

や

見

直

し

の

方

向

性

が

決

ま

っ

て

い

る

と

い

う

こ

と

は

全

く

な

く

、

今

後

、

令

和

９

年

度

税

制

改

正

の

プ

ロ

セ

ス

に

お

い

て

、

関

係

者

間

の

意

思

疎

通

を

図

り

な

が

ら

合

意

が

得

ら

れ

る

よ

う

、

ゼ

ロ

ベ

ー

ス

で

検

討

を

進

め

て

い

く

旨

答

弁

し

た

★

ま

さ

に

、

国

税

庁

に

お

い

て

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

に

関

す

る

有

識

者

会

議

が

複

数

回

開

催

さ

れ

、

委

員

や

オ

ブ

ザ

ー

バ

ー

な

ど

か

ら

も

意

見

書

が

出

さ

れ

る

な

ど

、

ど

う

決

着

す

る

の

か

、

今

後

が

見

通

せ

な

い

状

況

だ

★

そ

も

そ

も

、

取

引

相

場

が

な

い

の

だ

か

ら

、

そ

の

株

式

を

評

価

す

る

の

は

難

し

い

。

評

価

方

法

を

変

え

れ

ば

多

く

の

企

業

が

影

響

を

受

け

る

。

こ

の

課

題

を

ど

う

乗

り

越

え

る

の

か

、

そ

の

プ

ロ

セ

ス

に

多

く

の

人

が

注

目

し

て

い

る

。

（

Ｙ

）

　

国

税

庁

は

�

日

、

税

務

調

査

等

に

お

け

る

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

依

頼

等

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

を

公

表

し

た

。

同

庁

で

は

、

実

地

の

調

査

前

に

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

を

お

願

い

す

る

取

組

み

を

行

っ

て

い

る

。

Ｑ

＆

Ａ

で

は

、

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

依

頼

の

趣

旨

、

罰

則

や

加

算

税

の

適

用

関

係

、

提

出

の

あ

っ

た

帳

簿

等

デ

ー

タ

に

つ

い

て

他

事

案

で

の

活

用

の

有

無

な

ど

が

示

さ

れ

て

い

る

。

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

依

頼

に

応

じ

な

い

場

合

、

罰

則

の

対

象

と

な

る

か

否

か

に

つ

い

て

は

、

罰

則

の

対

象

と

な

り

う

る

も

の

と

考

え

ら

れ

る

と

し

た

上

で

、

提

出

依

頼

に

応

じ

な

い

こ

と

の

み

を

も

っ

て

罰

則

が

適

用

さ

れ

る

も

の

で

は

な

く

、

あ

く

ま

で

も

、

納

税

者

等

の

承

諾

を

得

て

実

施

す

る

と

し

て

い

る

。

　

総

務

省

は

こ

の

ほ

ど

、

令

和

８

年

�

月

１

日

か

ら

９

年

９

月

�

日

ま

で

の

、

ふ

る

さ

と

納

税

指

定

制

度

に

係

る

総

務

相

の

指

定

に

つ

い

て

公

表

し

た

。

　

そ

れ

に

よ

る

と

、

全

�

都

道

府

県

の

う

ち

、

指

定

の

申

出

書

の

提

出

が

な

か

っ

た

の

は

東

京

都

の

み

だ

っ

た

。

　

全

１

７

４

１

市

区

町

村

で

は

、

長

野

県

須

坂

市

、

岡

山

県

総

社

市

、

岡

山

県

吉

備

中

央

町

、

佐

賀

県

み

や

き

町

、

長

崎

県

雲

仙

市

お

よ

び

熊

本

県

山

都

町

の

６

団

体

が

指

定

の

申

出

書

を

提

出

し

な

か

っ

た

。

　

こ

れ

に

よ

り

、

指

定

団

体

数

は

合

計

で

１

７

８

１

団

体

と

な

っ

た

。

　

中

小

Ｍ

＆

Ａ

市

場

の

拡

大

に

伴

い

、

令

和

３

年

度

税

制

改

正

で

創

設

さ

れ

た

中

小

企

業

事

業

再

編

投

資

損

失

準

備

金

、

い

わ

ゆ

る

中

堅

・

中

小

グ

ル

ー

プ

化

税

制

の

適

用

が

増

加

し

て

い

る

。

３

年

度

に

�

件

だ

っ

た

適

用

件

数

（

実

績

値

）

は

４

年

度

が

�

件

、

５

年

度

が

�

件

、

６

年

度

は

１

１

０

件

に

ま

で

伸

び

、

経

済

産

業

省

は

７

年

度

以

降

も

増

加

す

る

と

見

込

ん

で

い

る

。

た

だ

、

実

際

に

Ｍ

＆

Ａ

を

行

っ

て

い

る

企

業

か

ら

手

続

き

の

煩

雑

さ

や

使

い

勝

手

の

悪

さ

を

指

摘

す

る

声

が

上

が

っ

て

お

り

、

同

省

は

９

年

度

税

制

改

正

要

望

で

、

３

年

間

の

適

用

期

限

の

延

長

と

と

も

に

、

中

小

企

業

の

実

態

を

踏

ま

え

た

手

続

面

で

の

所

要

の

見

直

し

を

求

め

て

い

る

。

　

同

税

制

は

Ｍ

＆

Ａ

を

実

施

し

た

際

、

株

式

取

得

価

額

の

最

大

１

０

０

％

を

準

備

金

と

し

て

積

立

て

、

損

金

算

入

で

き

る

と

い

う

も

の

。

　

①

経

営

力

向

上

計

画

の

認

定

を

受

け

た

中

小

企

業

は

株

式

取

得

価

額

の

�

％

以

下

（

据

置

期

間

５

年

間

）

を

、

②

特

別

事

業

再

編

計

画

の

認

定

を

受

け

た

中

堅

・

中

小

企

業

は

Ｍ

＆

Ａ

２

回

目

に

�

％

、

３

回

目

以

降

に

１

０

０

％

（

据

置

期

間

�

年

間

）

を

、

そ

れ

ぞ

れ

積

立

て

可

能

と

す

る

。

中

堅

企

業

は

２

回

目

以

降

の

Ｍ

＆

Ａ

か

ら

活

用

が

で

き

る

。

　

積

立

て

か

ら

据

置

期

間

の

経

過

後

に

損

金

計

上

分

を

５

年

間

で

均

等

に

益

金

算

入

す

る

。

現

行

の

適

用

期

限

は

８

年

度

末

ま

で

と

な

っ

て

い

る

。

　

Ｍ

＆

Ａ

実

施

後

に

顕

在

化

す

る

可

能

性

が

高

い

簿

外

債

務

や

偶

発

債

務

等

の

リ

ス

ク

に

備

え

る

た

め

の

制

度

で

、

Ｍ

＆

Ａ

直

後

の

法

人

税

負

担

を

軽

減

し

、

簿

外

債

務

や

偶

発

債

務

の

リ

ス

ク

ヘ

ッ

ジ

を

行

う

。

６

年

度

改

正

で

②

の

複

数

回

の

Ｍ

＆

Ａ

を

行

う

場

合

の

積

立

率

と

据

置

期

間

を

拡

充

し

た

枠

が

創

設

さ

れ

た

。

　

適

用

件

数

は

堅

調

に

増

加

し

て

い

る

が

、

Ｍ

＆

Ａ

を

実

施

し

て

い

る

中

小

企

業

に

中

企

庁

が

ヒ

ア

リ

ン

グ

を

し

た

と

こ

ろ

、

知

名

度

の

不

足

の

ほ

か

、

申

請

の

煩

雑

さ

な

ど

を

指

摘

す

る

意

見

等

が

あ

っ

た

。

具

体

的

に

は

「

連

続

的

Ｍ

＆

Ａ

を

実

施

す

る

企

業

に

と

っ

て

は

、

案

件

ご

と

の

事

前

申

請

で

は

な

く

『

そ

の

年

の

包

括

枠

』

を

確

保

し

て

都

度

柔

軟

に

使

用

で

き

る

制

度

設

計

が

望

ま

し

い

」

と

す

る

も

の

や

「

Ｍ

＆

Ａ

は

交

渉

期

間

が

短

く

ス

ピ

ー

ド

が

求

め

ら

れ

る

た

め

、

Ｍ

＆

Ａ

プ

ロ

セ

ス

中

に

計

画

を

作

成

・

申

請

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

現

状

の

制

度

は

、

実

務

の

ス

ピ

ー

ド

感

と

合

わ

ず

、

使

い

勝

手

が

悪

い

」

と

す

る

も

の

が

あ

っ

た

。

　

こ

の

た

め

、

同

省

は

９

年

度

税

制

改

正

要

望

で

Ｍ

＆

Ａ

の

基

本

合

意

後

・

最

終

合

意

前

ま

で

に

経

営

力

向

上

計

画

（

事

業

承

継

等

事

前

調

査

の

内

容

を

記

載

し

て

策

定

）

の

申

請

・

主

務

大

臣

に

よ

る

認

定

を

受

け

る

必

要

が

あ

る

な

ど

と

し

て

い

る

同

税

制

の

計

画

認

定

に

係

る

所

要

の

見

直

し

を

要

求

し

て

い

る

。

　

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

依

頼

の

趣

旨

に

つ

い

て

は

、

こ

の

取

組

に

よ

り

、

こ

れ

ま

で

実

地

の

調

査

後

に

実

施

し

て

い

た

帳

簿

等

の

確

認

作

業

の

一

部

に

つ

い

て

、

提

出

い

た

だ

い

た

帳

簿

等

デ

ー

タ

を

活

用

し

実

地

の

調

査

ま

で

に

税

務

署

等

で

実

施

す

る

こ

と

が

可

能

と

な

る

た

め

、

調

査

の

効

率

化

が

図

ら

れ

、

ま

た

、

調

査

期

間

や

実

地

の

調

査

に

よ

る

拘

束

時

間

の

短

縮

が

期

待

で

き

る

な

ど

納

税

者

等

の

負

担

軽

減

に

も

つ

な

が

る

も

の

と

考

え

て

い

る

と

し

た

。

　

依

頼

時

期

に

つ

い

て

は

、

原

則

、

事

前

通

知

後

に

行

う

と

し

た

。

た

だ

し

、

実

地

の

調

査

の

日

時

の

調

整

に

時

間

を

要

す

る

と

い

っ

た

場

合

に

は

、

事

前

通

知

に

先

立

ち

、

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

を

お

願

い

す

る

場

合

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

罰

則

に

つ

い

て

は

、

法

令

上

、

物

件

の

提

示

ま

た

は

提

出

の

要

求

に

対

し

、

正

当

な

理

由

が

な

く

応

じ

な

か

っ

た

場

合

に

つ

い

て

の

罰

則

規

定

（

国

税

通

則

法

第

１

２

８

条

）

が

設

け

ら

れ

て

い

る

と

こ

ろ

、

正

当

な

理

由

が

な

く

実

地

の

調

査

前

の

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

の

依

頼

に

応

じ

て

い

た

だ

け

な

い

場

合

も

、

当

該

罰

則

規

定

の

対

象

と

な

り

う

る

も

の

と

考

え

ら

れ

る

と

し

た

。

た

だ

し

、

実

地

の

調

査

前

の

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

の

依

頼

に

応

じ

な

い

こ

と

の

み

を

も

っ

て

罰

則

が

適

用

さ

れ

る

も

の

で

は

な

く

、

ま

た

、

強

権

的

に

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

を

求

め

る

こ

と

は

な

い

と

し

た

。

あ

く

ま

で

も

、

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

の

依

頼

は

、

納

税

者

等

の

理

解

と

協

力

の

下

、

そ

の

承

諾

を

得

て

実

施

す

る

と

し

て

い

る

。

　

事

前

通

知

に

お

け

る

「

調

査

を

開

始

す

る

日

時

」

に

つ

い

て

は

、

実

地

の

調

査

前

に

オ

ン

ラ

イ

ン

ツ

ー

ル

を

利

用

し

て

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

を

求

め

る

場

合

、

そ

の

行

為

は

質

問

検

査

権

の

行

使

に

該

当

す

る

が

、

実

際

の

臨

場

が

伴

わ

な

い

た

め

、

当

該

行

使

は

「

実

地

の

調

査

」

に

は

該

当

し

な

い

と

し

た

。

し

た

が

っ

て

、

事

前

通

知

に

お

け

る

「

調

査

を

開

始

す

る

日

時

」

は

、

初

め

て

事

業

所

等

に

臨

場

し

て

帳

簿

書

類

等

の

提

出

ま

た

は

提

示

を

求

め

る

と

い

っ

た

質

問

検

査

権

を

行

使

す

る

日

時

と

な

る

と

し

て

い

る

。

　

実

地

の

調

査

前

に

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

を

行

っ

た

後

に

、

修

正

申

告

書

の

提

出

を

行

っ

た

場

合

の

加

算

税

の

適

用

関

係

に

つ

い

て

は

、

実

地

の

調

査

前

に

帳

簿

等

デ

ー

タ

を

提

出

し

た

こ

と

の

み

を

も

っ

て

、

「

更

正

が

あ

る

べ

き

こ

と

を

予

知

し

て

さ

れ

た

も

の

」

に

該

当

し

な

い

も

の

と

考

え

る

と

し

た

。

こ

の

回

答

は

、

一

般

的

な

例

を

示

し

た

も

の

と

し

て

い

る

。

　

提

出

の

あ

っ

た

帳

簿

等

デ

ー

タ

は

、

他

の

事

案

の

税

務

調

査

や

行

政

指

導

の

た

め

に

活

用

す

る

こ

と

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

な

お

、

帳

簿

等

デ

ー

タ

の

提

出

を

依

頼

す

る

場

合

は

、

説

明

文

書

を

交

付

す

る

と

し

て

い

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

国

税

庁

は

、

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

の

「

確

定

申

告

書

等

作

成

コ

ー

ナ

ー

」

か

ら

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

を

行

う

方

法

の

一

つ

で

あ

る

「

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

方

式

」

に

つ

い

て

、

令

和

９

年

分

確

定

申

告

か

ら

利

用

で

き

な

く

な

る

予

定

と

し

て

い

る

。

７

月

�

日

に

閣

議

決

定

さ

れ

た

「

デ

ジ

タ

ル

社

会

の

実

現

に

向

け

た

重

点

計

画

」

で

は

、

同

方

式

に

つ

い

て

、

令

和

９

年

の

早

期

に

終

了

す

る

と

さ

れ

て

い

た

。

　

同

方

式

は

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

が

普

及

す

る

ま

で

の

暫

定

的

な

対

応

と

さ

れ

て

お

り

、

同

方

式

で

使

用

す

る

Ｉ

Ｄ

・

パ

ス

ワ

ー

ド

に

つ

い

て

は

、

７

年

�

月

１

日

か

ら

新

規

発

行

が

停

止

さ

れ

て

い

る

。

た

だ

し

、

す

で

に

同

方

式

の

届

出

を

し

て

い

る

者

は

、

引

き

続

き

同

方

式

の

利

用

が

可

能

と

な

っ

て

い

る

。

な

お

、

同

方

式

の

終

了

に

つ

い

て

は

、

８

年

分

確

定

申

告

期

に

お

い

て

、

納

税

者

に

周

知

す

る

と

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

重

点

計

画

で

は

、

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

に

必

要

な

外

部

サ

ー

ビ

ス

と

の

連

携

設

定

の

簡

素

化

に

つ

い

て

、

８

年

度

中

を

目

途

に

要

件

を

整

理

し

、

９

年

度

以

降

の

実

現

を

目

指

す

と

し

て

い

る

。

あ

わ

せ

て

、

社

会

保

険

料

控

除

の

対

象

と

な

る

医

療

・

介

護

保

険

料

を

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

の

対

象

と

す

る

た

め

、

国

税

庁

は

厚

生

労

働

省

等

と

連

携

し

、

８

年

度

中

を

目

途

に

要

件

を

整

理

し

た

上

で

、

９

年

度

以

降

の

実

現

を

目

指

す

と

し

て

い

る

。

　

米

国

で

勤

務

経

験

の

あ

る

夫

の

死

亡

後

、

妻

が

取

得

し

た

米

国

の

遺

族

年

金

を

受

給

す

る

権

利

が

み

な

し

相

続

財

産

に

該

当

す

る

か

が

争

わ

れ

て

い

る

訴

訟

の

控

訴

審

判

決

が

８

日

、

東

京

高

裁

（

谷

口

園

恵

裁

判

長

）

で

あ

っ

た

。

高

裁

は

同

受

給

権

が

み

な

し

相

続

財

産

に

該

当

し

、

そ

の

評

価

額

を

す

べ

て

の

相

続

人

に

係

る

課

税

価

格

に

加

算

す

べ

き

で

あ

る

な

ど

と

し

て

課

税

庁

が

行

っ

た

更

正

処

分

を

適

法

と

し

た

地

裁

判

決

を

支

持

し

、

み

な

し

相

続

財

産

に

該

当

し

な

い

な

ど

と

し

て

い

た

納

税

者

の

主

張

を

退

け

た

。

　

国

税

庁

は

９

日

、

「

法

人

税

基

本

通

達

等

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

」

（

法

令

解

釈

通

達

）

の

趣

旨

説

明

を

公

表

し

た

。

令

和

８

年

度

の

税

制

改

正

の

う

ち

、

各

対

象

会

計

年

度

の

国

際

最

低

課

税

額

に

対

す

る

法

人

税

等

の

一

部

改

正

等

に

対

応

す

る

も

の

。

　

説

明

で

は

、

各

国

が

グ

ロ

ー

バ

ル

・

ミ

ニ

マ

ム

課

税

を

導

入

す

る

場

合

に

は

、

モ

デ

ル

ル

ー

ル

等

に

定

め

ら

れ

た

結

果

に

整

合

す

る

形

で

制

度

を

実

施

・

運

用

す

る

こ

と

が

求

め

ら

れ

て

い

る

背

景

か

ら

、

同

通

達

等

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

も

、

そ

の

趣

旨

を

踏

ま

え

て

法

令

解

釈

を

行

っ

て

お

り

、

ま

た

、

一

義

的

な

取

扱

い

を

定

め

る

こ

と

が

で

き

な

い

ケ

ー

ス

に

つ

い

て

は

、

例

示

に

と

ど

め

て

い

る

と

し

て

い

る

。

　

そ

の

た

め

、

通

達

中

に

例

示

が

な

い

、

通

達

に

定

め

ら

れ

て

い

な

い

等

の

理

由

で

、

制

度

導

入

の

背

景

等

に

即

し

な

い

解

釈

に

陥

る

こ

と

の

な

い

よ

う

留

意

が

必

要

で

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

総

務

省

は

９

月

�

日

、

５

つ

の

地

方

団

体

か

ら

協

議

の

あ

っ

た

法

定

外

税

の

新

設

・

変

更

に

つ

い

て

、

同

日

付

け

で

総

務

相

が

同

意

し

た

と

公

表

し

た

。

　

い

ず

れ

も

「

宿

泊

税

」

に

つ

い

て

で

、

和

歌

山

県

白

浜

町

、

大

分

県

、

鹿

児

島

市

、

鹿

児

島

県

指

宿

市

が

同

税

の

新

設

。

そ

れ

ぞ

れ

税

率

は

、

１

人

１

泊

に

つ

い

て

宿

泊

料

金

の

区

分

に

応

じ

て

定

め

る

額

、

１

人

１

泊

に

つ

き

２

０

０

円

な

ど

と

定

め

、

修

学

旅

行

の

参

加

者

を

課

税

免

除

す

る

な

ど

の

措

置

と

し

て

い

る

。

　

長

崎

市

は

同

税

の

変

更

で

、

税

率

に

つ

い

て

変

更

し

て

い

る

。

　

今

年

２

月

�

日

に

被

相

続

人

の

住

所

地

を

神

奈

川

県

と

岐

阜

県

と

す

る

同

様

の

事

案

の

判

決

が

そ

れ

ぞ

れ

東

京

地

裁

で

出

さ

れ

て

い

た

（

い

ず

れ

も

納

税

者

敗

訴

、

３

月

９

日

号

１

面

参

照

）

が

、

今

回

、

高

裁

判

決

が

出

た

の

は

神

奈

川

県

の

事

案

。

岐

阜

県

の

事

案

は

高

裁

で

審

理

が

継

続

し

て

い

る

（

�

月

�

日

に

判

決

言

渡

予

定

）

。

　

本

件

で

被

相

続

人

は

令

和

元

年

６

月

８

日

に

死

亡

し

、

妻

と

子

で

あ

る

控

訴

人

が

相

続

を

し

た

。

本

件

被

相

続

人

は

生

前

、

米

国

に

赴

任

し

て

お

り

、

被

相

続

人

の

死

亡

に

伴

っ

て

妻

が

米

国

遺

族

年

金

の

受

給

権

を

取

得

。

控

訴

人

が

本

件

相

続

に

係

る

相

続

税

の

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

所

轄

税

務

署

か

ら

本

件

受

給

権

が

相

続

税

法

３

条

１

項

６

号

所

定

の

財

産

（

み

な

し

相

続

財

産

）

に

該

当

し

、

そ

の

評

価

額

を

す

べ

て

の

相

続

人

に

係

る

課

税

価

格

に

加

算

す

べ

き

で

あ

る

な

ど

と

し

て

相

続

税

の

更

正

処

分

等

を

受

け

た

た

め

、

処

分

の

取

消

し

を

求

め

て

訴

訟

を

起

こ

し

て

い

た

。

　

争

点

は

、

①

本

件

受

給

権

が

み

な

し

相

続

財

産

に

該

当

す

る

か

、

②

本

件

受

給

権

の

評

価

額

、

③

本

件

受

給

権

に

相

続

税

法

３

条

１

項

６

号

「

定

期

金

に

関

す

る

権

利

で

契

約

に

基

づ

く

も

の

以

外

の

も

の

」

を

適

用

す

る

こ

と

が

憲

法

の

定

め

る

平

等

原

則

に

反

す

る

か

な

ど

。

　

こ

れ

に

対

し

、

高

裁

は

、

地

裁

判

決

と

同

様

に

①

本

件

受

給

権

は

同

法

３

条

１

項

６

号

が

定

め

る

み

な

し

相

続

財

産

に

該

当

し

て

相

続

税

の

課

税

財

産

と

な

る

、

②

本

件

受

給

権

の

価

額

は

同

法

�

条

５

項

に

お

い

て

準

用

す

る

同

条

１

項

３

号

ハ

の

規

定

に

よ

り

評

価

す

べ

き

で

、

更

正

処

分

に

お

け

る

評

価

は

正

当

、

③

本

件

受

給

権

に

同

法

３

条

１

項

６

号

を

適

用

す

る

こ

と

が

憲

法

の

定

め

る

平

等

原

則

に

違

反

す

る

と

は

い

え

な

い

と

し

、

更

正

処

分

等

を

適

法

と

し

た

。

　

国

税

庁

は

８

日

、

所

得

税

徴

収

高

計

算

書

（

納

付

書

）

の

送

付

に

関

す

る

お

知

ら

せ

を

公

表

し

た

。

　

例

年

、

年

末

調

整

の

時

期

に

、

源

泉

徴

収

義

務

者

に

対

し

て

送

付

し

て

い

る

、

翌

年

使

用

す

る

所

得

税

徴

収

高

計

算

書

（

納

付

書

）

に

つ

い

て

、

令

和

�

年

の

年

末

調

整

の

時

期

か

ら

、

法

人

税

や

消

費

税

を

ダ

イ

レ

ク

ト

納

付

な

ど

の

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

を

利

用

し

て

納

付

し

て

い

る

者

に

対

し

て

は

、

送

付

し

な

い

と

し

た

。

　

地

方

公

共

団

体

や

金

融

機

関

な

ど

別

途

個

別

に

連

絡

を

し

て

い

る

一

部

の

法

人

に

つ

い

て

は

、

９

年

の

年

末

調

整

の

時

期

か

ら

、

順

次

、

所

得

税

徴

収

高

計

算

書

（

納

付

書

）

を

送

付

し

な

い

と

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

所

得

税

徴

収

高

計

算

書

（

納

付

書

）

に

つ

い

て

は

、

９

月

�

日

に

行

わ

れ

た

国

税

シ

ス

テ

ム

の

更

改

に

伴

い

、

Ａ

４

三

つ

折

り

サ

イ

ズ

程

度

の

複

写

式

か

ら

、

Ａ

４

サ

イ

ズ

の

単

票

式

に

変

更

さ

れ

て

い

る

。

単

票

式

の

様

式

は

複

写

式

で

は

な

い

た

め

、

各

片

に

記

載

す

る

必

要

が

あ

る

こ

と

か

ら

、

税

額

な

ど

の

記

載

事

項

を

３

回

記

載

す

る

こ

と

に

な

る

。

そ

こ

で

、

国

税

庁

で

は

、

こ

の

記

載

を

簡

便

化

す

る

た

め

の

印

字

ツ

ー

ル

を

提

供

し

て

い

る

。

　

印

字

ツ

ー

ル

は

、

記

載

事

項

を

入

力

す

る

こ

と

で

、

市

販

の

プ

リ

ン

タ

ー

で

印

刷

で

き

る

も

の

。

た

だ

し

、

税

務

署

や

業

務

セ

ン

タ

ー

に

お

い

て

一

部

の

事

項

を

印

字

し

た

、

所

得

税

徴

収

高

計

算

書

（

納

付

書

）

（

Ａ

４

版

）

に

の

み

対

応

し

て

い

る

た

め

、

必

ず

税

務

署

や

業

務

セ

ン

タ

ー

か

ら

交

付

を

受

け

た

納

付

書

を

使

用

し

て

く

だ

さ

い

と

し

て

い

る

。

　

な

お

、

整

理

番

号

欄

が

あ

る

複

写

式

の

所

得

税

徴

収

高

計

算

書

（

納

付

書

）

は

、

�

年

９

月

頃

ま

で

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

予

定

と

な

っ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

９

日

、

消

費

税

率

引

下

げ

特

設

サ

イ

ト

に

、

シ

ス

テ

ム

開

発

事

業

者

向

け

と

し

て

、

消

費

税

率

引

下

げ

に

対

応

し

た

消

費

税

申

告

書

様

式

（

ド

ラ

フ

ト

版

）

を

掲

載

し

た

。

令

和

９

年

４

月

１

日

か

ら

�

年

３

月

�

日

ま

で

の

２

年

間

、

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

を

１

％

（

国

・

地

方

合

計

）

に

引

き

下

げ

る

こ

と

な

ど

が

盛

り

込

ま

れ

た

法

案

が

国

会

に

提

出

さ

れ

て

い

る

。

同

サ

イ

ト

で

は

、

消

費

税

率

引

下

げ

に

伴

い

改

訂

す

る

様

式

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

ま

た

、

同

サ

イ

ト

に

は

６

日

、

飲

食

料

品

に

係

る

２

年

間

の

消

費

税

率

引

下

げ

に

関

す

る

説

明

動

画

の

詳

細

版

（

約

�

分

）

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

税

率

変

更

に

伴

う

経

過

的

な

取

扱

い

や

中

間

申

告

制

度

の

特

例

、

飲

食

料

品

の

総

額

表

示

義

務

の

特

例

な

ど

に

つ

い

て

説

明

し

て

い

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

高

市

政

権

は

、

物

価

高

対

策

と

し

て

、

２

０

２

７

年

４

月

１

日

か

ら

�

年

３

月

�

日

ま

で

の

２

年

間

、

飲

食

料

品

の

現

行

消

費

税

率

８

％

を

１

％

に

引

下

げ

、

残

る

１

％

に

つ

い

て

も

公

的

支

出

で

消

費

者

負

担

を

補

填

、

実

質

０

％

と

す

る

法

案

を

臨

時

国

会

に

提

出

し

た

。

減

税

規

模

は

お

よ

そ

５

兆

円

と

さ

れ

る

が

、

そ

れ

を

補

填

す

る

財

源

を

示

さ

ず

、

来

年

度

の

予

算

編

成

の

中

で

検

討

す

る

と

し

て

い

る

。

　

自

民

党

内

に

は

、

赤

字

財

政

の

現

状

（

財

政

規

律

の

観

点

）

、

税

率

改

定

に

伴

う

事

業

者

事

務

負

担

や

外

食

産

業

へ

の

影

響

か

ら

反

対

意

見

も

あ

っ

た

が

減

税

実

施

に

集

約

さ

れ

た

。

保

守

本

流

の

政

治

が

消

え

た

印

象

が

あ

る

。

減

税

な

の

で

一

般

世

論

は

反

対

せ

ず

、

ジ

ャ

ー

ナ

リ

ズ

ム

も

同

様

で

、

米

国

政

府

高

官

の

消

費

税

減

税

は

如

何

な

も

の

か

と

の

意

見

も

流

れ

を

変

え

る

力

は

な

か

っ

た

。

野

党

は

、

減

税

提

案

な

の

で

腰

が

定

ま

ら

ず

、

減

税

の

代

わ

り

に

現

金

を

配

布

す

る

な

ど

の

主

張

も

あ

る

が

、

消

費

税

減

税

ス

ト

ッ

プ

の

動

き

は

な

い

。

　

２

年

間

の

物

価

高

対

策

と

す

れ

ば

、

２

年

後

に

物

価

状

況

に

よ

っ

て

は

減

税

継

続

の

動

き

が

出

て

く

る

可

能

性

が

あ

る

。

ま

た

、

２

年

後

に

８

％

に

戻

る

こ

と

は

、

そ

の

時

点

で

は

増

税

、

消

費

者

負

担

増

で

あ

り

、

増

税

反

対

の

動

き

も

予

想

さ

れ

る

。

　

現

政

権

は

、

現

在

、

物

価

抑

制

に

注

力

し

て

い

る

と

も

思

え

な

い

。

む

し

ろ

、

物

価

上

昇

を

容

認

、

バ

ラ

マ

キ

対

策

で

対

応

し

て

い

る

と

感

じ

る

。

２

年

後

に

物

価

上

昇

は

収

ま

る

の

で

あ

ろ

う

か

。

　

現

在

は

、

景

気

好

調

で

税

収

増

加

の

状

況

に

あ

る

が

、

こ

の

状

況

が

い

つ

ま

で

も

続

く

も

の

で

は

な

い

。

好

不

況

は

循

環

す

る

。

好

景

気

、

税

収

が

順

調

な

う

ち

に

赤

字

国

債

依

存

を

減

ら

し

、

出

来

れ

ば

０

に

し

て

財

政

状

況

を

改

善

し

て

お

く

の

が

国

家

の

計

で

あ

ろ

う

。

　

赤

字

財

政

と

は

、

歳

出

が

税

収

を

上

回

り

、

国

債

発

行

な

く

し

て

は

歳

出

を

ま

か

な

え

な

い

状

況

が

続

く

こ

と

で

あ

る

。

赤

字

財

政

が

続

け

ば

国

債

残

高

累

増

、

利

払

・

償

還

費

累

増

、

国

民

に

必

要

な

財

政

支

出

を

圧

迫

す

る

。

金

利

上

昇

も

招

く

。

子

孫

に

借

金

を

残

し

て

現

世

代

が

楽

を

す

る

こ

と

で

あ

る

。

ま

た

、

過

度

の

赤

字

財

政

継

続

は

国

際

信

用

失

墜

に

も

つ

な

が

る

。

　

財

政

赤

字

か

ら

抜

け

出

す

こ

と

は

容

易

な

こ

と

で

は

な

い

。

過

っ

て

経

験

し

た

苦

い

赤

字

財

政

の

教

訓

、

即

ち

、

増

税

や

歳

出

削

減

に

国

民

の

理

解

を

得

る

こ

と

の

難

し

さ

、

国

債

消

化

難

、

金

利

上

昇

、

国

債

残

高

累

増

の

恐

怖

を

忘

れ

た

、

な

い

し

、

知

ら

な

い

政

治

家

が

多

い

の

で

は

な

か

ろ

う

か

。

　

今

、

高

市

総

理

の

提

案

し

た

消

費

税

減

税

を

し

て

本

当

に

よ

い

の

か

、

大

丈

夫

な

の

か

と

思

っ

て

い

る

国

民

が

相

当

数

存

在

す

る

と

思

う

。

（

匡

）

　

日

本

税

理

士

会

連

合

会

（

太

田

直

樹

会

長

）

の

デ

ジ

タ

ル

・

シ

ス

テ

ム

委

員

会

は

こ

の

ほ

ど

、

「

税

理

士

事

務

所

の

た

め

の

Ａ

Ｉ

・

ク

ラ

ウ

ド

活

用

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

」

を

策

定

し

た

。

同

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

は

、

税

理

士

が

そ

の

業

務

を

行

う

上

に

お

い

て

、

法

令

を

守

り

な

が

ら

安

全

に

Ａ

Ｉ

・

ク

ラ

ウ

ド

等

の

デ

ジ

タ

ル

技

術

を

使

い

こ

な

す

た

め

の

具

体

的

な

方

法

を

で

き

る

限

り

わ

か

り

や

す

く

示

す

た

め

に

策

定

し

た

も

の

。

「

文

書

Ａ

（

実

務

指

針

編

）

」

「

文

書

Ｂ

（

詳

細

解

説

・

法

的

根

拠

編

）

」

「

文

書

Ｃ

（

事

務

所

導

入

・

規

程

集

）

」

で

構

成

さ

れ

、

「

概

要

版

」

も

あ

る

。

　

文

書

Ａ

は

、

税

理

士

事

務

所

が

Ａ

Ｉ

・

ク

ラ

ウ

ド

を

「

使

わ

な

い

」

の

で

は

な

く

、

法

令

を

守

り

な

が

ら

安

全

か

つ

積

極

的

に

活

用

す

る

た

め

の

実

務

指

針

。

　

①

生

成

Ａ

Ｉ

、

Ａ

Ｉ

エ

ー

ジ

ェ

ン

ト

、

Ａ

Ｉ

―

Ｏ

Ｃ

Ｒ

、

ク

ラ

ウ

ド

ス

ト

レ

ー

ジ

な

ど

を

対

象

に

、

扱

う

情

報

を

「

機

密

・

個

人

情

報

を

含

む

区

分

」

と

「

一

般

情

報

の

み

の

区

分

」

に

整

理

し

、

適

切

な

ツ

ー

ル

の

使

い

分

け

を

例

示

、

②

企

業

版

の

利

用

、

Ｄ

Ｐ

Ａ

の

締

結

と

学

習

利

用

オ

フ

、

事

務

所

内

の

ル

ー

ル

策

定

・

職

員

教

育

を

「

３

つ

の

鉄

則

」

と

し

て

提

示

、

③

入

力

情

報

の

判

定

フ

ロ

ー

や

ツ

ー

ル

選

定

の

チ

ェ

ッ

ク

ポ

イ

ン

ト

、

導

入

手

順

、

生

成

Ａ

Ｉ

・

Ｏ

Ｃ

Ｒ

・

Ａ

Ｉ

エ

ー

ジ

ェ

ン

ト

な

ど

の

場

面

別

の

注

意

点

、

誤

入

力

や

情

報

漏

え

い

が

生

じ

た

際

の

初

動

対

応

等

、

税

理

士

事

務

所

が

実

際

に

運

用

す

る

際

に

必

要

と

な

る

事

項

を

具

体

的

か

つ

体

系

的

に

ま

と

め

て

い

る

。

　

文

書

Ｂ

は

、

メ

イ

ン

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

で

あ

る

文

書

Ａ

を

補

完

し

、

税

理

士

事

務

所

が

Ａ

Ｉ

・

ク

ラ

ウ

ド

を

業

務

で

利

用

す

る

際

に

必

要

と

な

る

法

的

根

拠

や

考

え

方

を

詳

し

く

解

説

し

た

資

料

。

文

書

Ａ

で

示

さ

れ

た

実

務

ル

ー

ル

に

つ

い

て

、

「

な

ぜ

そ

の

対

応

が

必

要

な

の

か

」

を

条

文

や

公

的

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

に

基

づ

い

て

理

解

で

き

る

構

成

と

な

っ

て

い

る

。

　

文

書

Ｃ

は

、

文

書

Ａ

・

文

書

Ｂ

で

示

し

た

Ａ

Ｉ

・

ク

ラ

ウ

ド

活

用

の

考

え

方

を

、

税

理

士

事

務

所

の

日

常

業

務

に

実

装

す

る

た

め

の

規

程

ひ

な

型

・

様

式

集

と

し

て

い

る

。

　

全

国

免

税

店

協

会

（

秋

田

正

紀

会

長

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

免

税

店

の

実

務

に

携

わ

る

人

を

対

象

と

し

た

「

免

税

販

売

実

務

必

携

（

第

５

版

）

」

を

発

行

し

た

＝

写

真

。

　

こ

れ

は

、

来

月

１

日

に

施

行

さ

れ

る

リ

フ

ァ

ン

ド

方

式

に

合

わ

せ

て

約

３

年

ぶ

り

に

改

訂

し

た

も

の

。

　

免

税

で

購

入

し

た

商

品

の

国

内

転

売

な

ど

不

正

利

用

の

防

止

を

目

的

と

し

た

リ

フ

ァ

ン

ド

方

式

に

お

い

て

、

免

税

店

は

、

対

象

者

の

確

認

や

購

入

記

録

情

報

の

送

信

は

引

き

続

き

行

う

一

方

で

、

商

品

を

税

込

み

価

格

で

販

売

し

、

税

関

で

の

持

出

し

確

認

後

に

消

費

税

相

当

額

を

返

金

す

る

こ

と

と

な

る

。

　

不

正

対

策

が

強

化

さ

れ

る

と

と

も

に

、

免

税

店

側

の

手

続

き

が

軽

減

さ

れ

る

ほ

か

、

免

税

販

売

手

続

き

を

外

部

委

託

で

き

る

範

囲

も

拡

大

さ

れ

る

こ

と

か

ら

、

イ

ン

バ

ウ

ン

ド

消

費

の

さ

ら

な

る

押

し

上

げ

が

期

待

さ

れ

て

い

る

。

　

実

務

必

携

で

は

、

免

税

店

の

実

務

に

役

立

つ

情

報

を

中

心

に

掲

載

し

て

お

り

、

同

協

会

は

、

「

免

税

店

の

実

務

担

当

者

の

皆

様

に

ご

参

照

い

た

だ

き

、

制

度

変

更

後

の

適

正

な

運

用

お

よ

び

イ

ン

バ

ウ

ン

ド

消

費

の

さ

ら

な

る

拡

大

に

お

役

立

て

い

た

だ

け

れ

ば

幸

い

で

す

」

と

し

て

い

る

。

　

購

入

方

法

は

、

同

協

会

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

の

商

品

注

文

フ

ォ

ー

ム

に

必

要

事

項

を

入

力

し

送

信

す

る

。

会

員

は

、

割

引

料

金

で

購

入

が

可

能

だ

。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

個

人

事

業

者

を

対

象

と

し

た

外

部

委

託

に

よ

る

記

帳

指

導

で

、

会

計

ソ

フ

ト

を

使

っ

て

記

帳

の

仕

方

等

を

説

明

す

る

「

会

計

ソ

フ

ト

方

式

」

に

、

新

た

に

「

コ

ン

パ

ク

ト

型

」

を

導

入

し

た

。

　

同

庁

で

は

、

記

帳

指

導

を

希

望

す

る

個

人

事

業

者

に

対

し

て

、

記

帳

の

仕

方

の

ほ

か

、

一

般

的

な

決

算

に

お

け

る

処

理

や

確

定

申

告

書

等

の

作

成

の

仕

方

ま

で

一

貫

し

た

指

導

を

、

税

理

士

会

等

の

税

務

関

係

団

体

や

会

計

ソ

フ

ト

ベ

ン

ダ

ー

な

ど

に

、

各

国

税

局

が

委

託

を

し

て

実

施

し

て

い

る

。

　

記

帳

指

導

の

内

容

は

各

国

税

局

・

税

務

署

が

、

各

地

域

の

実

情

に

合

わ

せ

て

行

っ

て

い

る

た

め

異

な

る

。

　

従

来

の

指

導

方

式

に

は

、

指

導

会

場

で

会

計

ソ

フ

ト

を

使

っ

て

記

帳

の

仕

方

等

に

つ

い

て

説

明

（

パ

ソ

コ

ン

は

会

場

に

準

備

）

す

る

「

会

計

ソ

フ

ト

方

式

」

と

、

記

帳

指

導

の

受

講

者

の

自

宅

又

は

事

業

所

等

で

行

う

「

個

別

指

導

方

式

」

の

２

種

類

が

あ

る

。

　

今

回

、

「

会

計

ソ

フ

ト

方

式

」

に

「

コ

ン

パ

ク

ト

型

」

が

追

加

さ

れ

た

。

「

コ

ン

パ

ク

ト

型

」

で

は

、

Ｗ

ｅ

ｂ

会

議

ツ

ー

ル

を

活

用

し

た

ラ

イ

ブ

配

信

に

よ

り

、

パ

ソ

コ

ン

に

よ

る

会

計

ソ

フ

ト

を

用

い

た

経

理

や

、

記

帳

に

関

す

る

基

礎

的

な

内

容

に

つ

い

て

説

明

を

行

う

。

対

面

で

の

記

帳

指

導

へ

の

参

加

が

難

し

い

人

も

参

加

し

や

す

い

方

式

だ

。

記

帳

指

導

は

、

全

２

回

を

予

定

し

、

１

回

当

た

り

の

指

導

時

間

は

２

～

３

時

間

が

目

安

と

な

っ

て

い

る

。

　

な

お

、

「

個

別

指

導

方

式

」

は

、

自

宅

又

は

事

務

所

等

に

指

導

員

が

訪

問

し

て

、

記

帳

の

仕

方

か

ら

決

算

方

法

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

に

よ

る

申

告

ま

で

を

４

～

５

回

程

度

の

記

帳

指

導

を

行

う

。

　

「

会

計

ソ

フ

ト

方

式

（

コ

ン

パ

ク

ト

型

）

」

に

よ

る

記

帳

指

導

の

希

望

者

は

、

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

の

「

オ

ン

ラ

イ

ン

に

よ

る

記

帳

指

導

の

受

講

に

係

る

申

込

フ

ォ

ー

ム

」

に

必

要

事

項

を

入

力

し

申

し

込

む

。

　

他

方

の

「

会

計

ソ

フ

ト

方

式

（

通

常

型

）

」

と

「

個

別

指

導

方

式

」

の

記

帳

指

導

の

希

望

者

は

、

最

寄

り

の

税

務

署

（

所

得

税

担

当

）

に

電

話

で

問

い

合

わ

せ

る

（

電

話

相

談

時

間

／

午

前

８

時

�

分

～

午

後

５

時

。

土

日

祝

を

除

く

）

。

　

外

部

委

託

に

よ

る

記

帳

指

導

は

公

費

に

よ

る

事

業

と

な

る

た

め

、

同

庁

は

、

記

帳

指

導

の

受

講

者

は

、

最

後

ま

で

指

導

を

受

け

る

よ

う

呼

び

掛

け

て

い

る

。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　雑所得の金額の計算において、その取扱いの適用を認めよう

とする場合、その取扱いを規定した各条項では「事業」ではな

く「業務」が用いられています。雑所得が他の所得に分類され

ない所得であることからすると、「業務」とは、事業と称するに至

らない程度の規模の行為として観念づけられるのでしょうか。

　例えば、減価償却資産の定義規定では、「業務の用に供され

る」と規定していますが（所法２①十九）、仮に「業務」を事

業と称するに至らない程度の規模の行為と解すると、「事業」

を前提とした事業所得の金額の計算において減価償却費を必要

経費に算入できないという矛盾が生じます。これは、必要経費

の問題にとどまらず、「不動産所得、事業所得又は山林所得を

生ずべき業務を行なう」と規定した青色申告の承認手続につい

ても同様のことがいえます。少なくとも、「事業」と「業務」

の使い分けをしていない所得税法第４編《源泉徴収》に規定す

る条項以外の条項に影響するのではないかと考えられます。

　そうすると、「業務」は、事業と称するに至らない程度の規

模の行為だけを指すという解釈は誤りであり、「事業」を含む

包括的な概念であると解するのが相当です。つまり、所得税法

は、不動産所得、事業所得、山林所得及び雑所得の各所得金額

の計算において、「業務」という用語であらゆるビジネスを網

羅的に観念しながら、それが「事業」であるか（事業と称する

に至らない程度の規模の行為であるか）そうでないかにより敢

えてその取扱いに差異を設けているのだと考えます。

　そのため、事業所得と雑所得の関係においては、「事業」に当

たるときは事業所得として、それに当たらないときは雑所得と

して、それぞれ各取扱いの適用を受けることになります。また、

不動産所得や山林所得では、所得区分に変更はありませんが、

その規模等をもとに「事業」に当たるのか否かを判定し、その

結果に基づき異なる取扱いの適用を受けることになります。

　

非

上

場

株

式

の

価

額

の

評

価

に

つ

い

て

は

、

前

回

ま

で

に

述

べ

て

き

た

課

税

の

た

め

だ

け

で

は

な

く

、

私

人

間

の

当

該

株

式

（

会

社

）

の

売

買

に

お

い

て

も

問

題

と

な

る

。

そ

し

て

、

私

人

間

の

取

引

の

方

が

、

当

然

の

こ

と

な

が

ら

、

当

該

株

式

（

会

社

）

の

価

値

の

評

価

が

厳

し

く

問

わ

れ

る

こ

と

に

な

り

、

個

別

妥

当

性

が

問

題

と

な

る

。

　

そ

の

た

め

、

Ｍ

＆

Ａ

に

代

表

さ

れ

る

私

人

間

の

当

該

株

式

（

会

社

）

の

売

買

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

株

式

（

会

社

）

の

評

価

に

お

い

て

当

然

の

こ

と

な

が

ら

収

益

方

式

が

重

視

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

収

益

方

式

と

は

、

評

価

会

社

が

将

来

獲

得

す

る

利

益

又

は

フ

リ

ー

・

キ

ャ

ッ

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

（

Ｆ

Ｃ

Ｆ

／

債

権

者

や

株

主

等

の

資

金

提

供

者

に

対

す

る

利

払

い

、

弁

済

又

は

配

当

に

充

て

る

こ

と

が

で

き

る

キ

ャ

ッ

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

の

こ

と

を

い

う

）

を

一

定

の

割

引

率

で

割

り

引

い

た

現

在

価

値

に

基

づ

き

評

価

す

る

方

式

で

あ

る

。

　

具

体

的

に

は

、

利

益

に

基

づ

い

て

評

価

を

行

う

収

益

還

元

方

式

と

Ｆ

Ｃ

Ｆ

に

基

づ

い

て

評

価

を

行

う

Ｄ

Ｃ

Ｆ

方

式

が

あ

る

。

そ

し

て

、

最

近

で

は

、

そ

れ

ら

の

方

式

に

類

似

す

る

残

余

利

益

法

が

適

正

で

あ

る

と

い

う

こ

と

で

適

用

さ

れ

て

い

る

。

こ

の

残

余

利

益

法

は

、

表

１

の

よ

う

な

算

式

と

な

る

。

そ

し

て

、

こ

の

よ

う

な

残

余

利

益

法

を

簡

略

化

す

る

と

、

表

２

の

算

式

と

な

る

。

こ

の

よ

う

な

残

余

利

益

法

に

つ

い

て

は

、

他

の

収

益

方

式

と

同

様

、

Ｍ

＆

Ａ

等

企

業

（

株

式

）

買

収

に

お

い

て

は

、

当

事

者

の

思

惑

に

お

い

て

当

該

会

社

の

将

来

利

益

（

キ

ャ

ッ

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

）

を

見

積

も

っ

て

、

当

事

者

が

納

得

し

た

と

こ

ろ

で

株

価

を

算

定

す

る

こ

と

に

は

適

し

て

い

る

と

考

え

ら

れ

る

。

し

か

し

な

が

ら

、

そ

の

よ

う

な

株

価

は

、

当

事

者

の

予

測

に

基

づ

い

て

行

わ

れ

る

の

で

あ

る

か

ら

、

当

事

者

の

当

該

売

買

の

動

機

（

強

気

か

、

弱

気

か

等

）

に

よ

っ

て

も

左

右

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

　

し

か

し

な

が

ら

、

こ

の

よ

う

な

評

価

方

法

が

相

続

税

や

贈

与

税

の

課

税

（

納

税

）

の

た

め

に

適

す

る

か

に

つ

い

て

は

、

甚

だ

疑

問

で

あ

る

。

そ

の

疑

問

の

原

点

は

、

そ

も

そ

も

、

相

続

税

法

と

い

う

比

較

的

少

な

い

条

文

の

解

釈

の

た

め

に

、

な

ぜ

二

つ

の

基

本

通

達

が

存

在

す

る

か

に

あ

る

。

こ

の

場

合

、

評

価

通

達

は

、

相

続

税

法

�

条

が

、

相

続

等

に

よ

り

取

得

し

た

財

産

の

価

額

は

「

時

価

」

に

よ

る

と

定

め

て

い

る

と

こ

ろ

、

当

該

「

時

価

」

の

解

釈

の

た

め

に

独

立

し

て

設

け

ら

れ

て

い

る

の

で

あ

る

が

、

そ

の

解

釈

が

極

め

て

困

難

で

あ

る

か

ら

に

ほ

か

な

ら

な

い

。

　

こ

の

「

時

価

」

の

意

義

に

つ

い

て

は

、

一

般

的

に

は

、

「

不

特

定

多

数

の

当

事

者

間

に

お

い

て

自

由

な

取

引

が

行

わ

れ

る

場

合

に

通

常

成

立

す

る

と

認

め

ら

れ

る

価

額

」

す

な

わ

ち

、

客

観

的

交

換

価

値

で

あ

る

と

解

さ

れ

て

い

る

が

、

「

時

価

」

を

「

客

観

的

交

換

価

値

」

に

置

き

換

え

た

だ

け

で

、

実

務

的

に

は

、

何

の

役

に

も

立

た

な

い

は

ず

で

あ

る

。

　

そ

の

た

め

、

評

価

通

達

が

独

立

し

て

設

け

ら

れ

て

い

る

の

は

、

「

時

価

」

を

評

価

す

る

た

め

の

各

財

産

の

評

価

額

（

評

価

方

法

）

を

課

税

時

期

前

に

予

め

定

め

（

同

通

達

１

②

）

、

評

価

の

便

宜

性

（

簡

便

性

）

、

安

全

性

、

統

一

性

（

公

平

性

）

等

を

図

っ

て

い

る

か

ら

に

ほ

か

な

ら

な

い

。

そ

れ

は

、

課

税

に

お

け

る

評

価

実

務

に

と

っ

て

不

可

欠

の

こ

と

で

あ

る

。

と

こ

ろ

が

、

残

余

利

益

法

は

、

各

財

産

の

客

観

的

交

換

価

値

を

個

別

に

追

及

す

る

上

で

は

優

れ

た

方

法

で

あ

る

か

も

し

れ

な

い

が

、

恐

ら

く

、

当

該

企

業

の

将

来

キ

ャ

ッ

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

の

予

測

な

ど

十

人

十

色

に

な

る

で

あ

ろ

う

か

ら

、

課

税

実

務

を

混

乱

さ

せ

、

税

務

行

政

の

使

命

で

あ

る

「

課

税

の

公

平

」

も

維

持

で

き

な

く

な

る

。

そ

の

た

め

、

過

去

の

キ

ャ

ッ

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

を

代

替

す

る

考

え

も

あ

る

が

、

そ

れ

は

そ

れ

で

理

論

的

問

題

を

残

す

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

請

求

人

が

仕

入

れ

た

商

品

の

仕

入

金

額

は

家

事

関

連

費

に

該

当

せ

ず

、

全

額

が

必

要

経

費

に

算

入

さ

れ

る

と

し

た

事

例

。

　

玩

具

販

売

業

を

営

ん

で

い

た

審

査

請

求

人

の

事

業

所

得

の

金

額

の

計

算

上

、

必

要

経

費

に

算

入

さ

れ

て

い

た

仕

入

金

額

の

一

部

の

金

額

に

つ

い

て

、

原

処

分

庁

が

家

事

上

の

経

費

と

事

業

上

の

経

費

が

混

在

す

る

家

事

関

連

費

に

該

当

し

、

事

業

上

必

要

で

あ

る

部

分

を

明

ら

か

に

区

分

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

か

ら

当

該

金

額

は

必

要

経

費

に

算

入

で

き

な

い

な

ど

と

し

て

所

得

税

等

お

よ

び

消

費

税

等

の

更

正

処

分

等

を

行

っ

た

。

こ

れ

に

対

し

、

請

求

人

が

家

事

上

の

経

費

に

該

当

す

る

仕

入

れ

は

な

い

な

ど

と

し

て

取

消

し

を

求

め

て

い

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

処

分

が

い

ず

れ

も

違

法

で

あ

る

と

し

て

、

そ

の

全

部

を

取

り

消

す

裁

決

を

下

し

た

（

令

和

８

年

１

月

�

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

事

案

の

概

要

　

請

求

人

は

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

（

本

件

サ

イ

ト

）

を

通

じ

て

フ

ィ

ギ

ュ

ア

、

カ

プ

セ

ル

ト

イ

等

の

キ

ャ

ラ

ク

タ

ー

グ

ッ

ズ

等

を

販

売

す

る

事

業

を

営

む

個

人

事

業

者

で

あ

っ

た

が

、

事

業

を

法

人

組

織

と

す

る

こ

と

に

伴

い

、

令

和

３

年

６

月

に

個

人

事

業

を

廃

業

し

た

。

　

請

求

人

は

娯

楽

施

設

の

運

営

を

行

う

仕

入

先

か

ら

ク

レ

ー

ン

ゲ

ー

ム

お

よ

び

カ

プ

セ

ル

ト

イ

の

景

品

で

あ

る

キ

ャ

ラ

ク

タ

ー

グ

ッ

ズ

等

の

ほ

か

、

ソ

フ

ト

ビ

ニ

ー

ル

・

合

金

製

の

フ

ィ

ギ

ュ

ア

等

の

玩

具

、

古

書

等

の

中

古

品

を

購

入

し

て

い

た

（

キ

ャ

ラ

ク

タ

ー

グ

ッ

ズ

等

を

総

称

し

て

流

通

限

定

商

品

と

い

い

、

中

古

品

を

総

称

し

て

中

古

商

品

と

い

う

）

。

　

本

件

仕

入

先

は

、

各

月

に

請

求

人

に

販

売

し

た

流

通

限

定

商

品

お

よ

び

中

古

商

品

に

係

る

納

品

書

を

、

毎

月

末

日

付

で

送

付

し

、

請

求

人

は

本

件

納

品

書

に

記

載

さ

れ

た

金

額

を

仕

入

金

額

お

よ

び

課

税

仕

入

れ

に

係

る

支

払

対

価

の

額

と

し

て

計

上

し

て

い

た

。

　

本

件

納

品

書

に

は

日

付

、

商

品

名

、

単

価

、

数

、

金

額

、

消

費

税

、

小

計

お

よ

び

備

考

の

各

欄

が

あ

り

、

請

求

人

が

流

通

限

定

商

品

の

み

ま

た

は

中

古

商

品

の

み

を

本

件

仕

入

先

か

ら

購

入

し

た

場

合

に

は

「

商

品

名

」

欄

に

具

体

的

な

商

品

名

が

記

載

さ

れ

て

い

た

。

　

一

方

、

流

通

限

定

商

品

と

中

古

商

品

を

セ

ッ

ト

で

購

入

し

た

場

合

に

は

、

本

件

納

品

書

の

「

商

品

名

」

欄

に

は

、

流

通

限

定

商

品

の

具

体

的

な

商

品

名

の

記

載

に

続

け

て

「

○

○

」

と

の

記

載

が

さ

れ

る

の

み

で

、

中

古

商

品

の

具

体

的

な

商

品

名

は

記

載

さ

れ

て

い

な

か

っ

た

（

請

求

人

が

本

件

仕

入

先

か

ら

流

通

限

定

商

品

と

中

古

商

品

を

セ

ッ

ト

で

購

入

し

た

場

合

の

本

件

納

品

書

に

記

載

さ

れ

た

流

通

限

定

商

品

を

「

本

件

現

行

商

品

」

、

本

件

納

品

書

に

「

○

○

」

と

記

載

さ

れ

た

中

古

商

品

を

「

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

」

と

そ

れ

ぞ

れ

い

い

、

本

件

現

行

商

品

と

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

を

総

称

し

て

「

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

」

と

い

う

）

。

　

な

お

、

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

に

つ

い

て

、

本

件

納

品

書

上

、

本

件

現

行

商

品

と

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

の

各

単

価

や

各

数

量

は

、

区

別

し

て

記

載

さ

れ

て

い

な

か

っ

た

。

　

請

求

人

は

、

本

件

仕

入

先

か

ら

購

入

し

た

流

通

限

定

商

品

（

本

件

現

行

商

品

を

含

む

）

を

本

件

サ

イ

ト

上

で

販

売

し

て

い

た

。

　

請

求

人

は

、

令

和

元

年

分

か

ら

３

年

分

ま

で

（

本

件

各

年

分

）

の

所

得

税

等

に

つ

い

て

、

青

色

の

各

確

定

申

告

書

で

い

ず

れ

も

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

し

た

。

ま

た

、

令

和

元

年

、

２

年

お

よ

び

３

年

課

税

期

間

（

本

件

各

課

税

期

間

）

の

消

費

税

等

に

つ

い

て

、

い

ず

れ

も

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

し

た

。

　

原

処

分

庁

は

６

年

７

月

８

日

付

で

、

調

査

の

結

果

に

基

づ

き

、

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

に

つ

い

て

、

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

を

販

売

し

た

事

実

が

認

め

ら

れ

ず

、

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

に

係

る

仕

入

金

額

は

家

事

費

に

該

当

す

る

。

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

の

仕

入

金

額

は

事

業

上

の

経

費

と

家

事

費

が

混

在

す

る

家

事

関

連

費

に

該

当

し

、

事

業

上

必

要

で

あ

る

部

分

を

明

ら

か

に

区

分

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

た

め

、

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

に

係

る

仕

入

金

額

の

全

額

を

必

要

経

費

に

算

入

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

と

し

て

本

件

各

年

分

の

所

得

税

等

の

各

更

正

処

分

等

を

し

た

。

原

処

分

庁

は

同

様

の

理

由

で

、

本

件

各

課

税

期

間

の

消

費

税

等

に

つ

い

て

も

各

更

正

処

分

等

を

行

っ

た

。

　

争

点

は

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

の

う

ち

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

に

係

る

仕

入

金

額

は

、

請

求

人

の

事

業

所

得

の

金

額

の

計

算

上

、

家

事

費

と

し

て

必

要

経

費

に

算

入

さ

れ

る

か

否

か

な

ど

。

原

処

分

庁

の

主

張

　

請

求

人

が

仕

入

先

か

ら

セ

ッ

ト

で

購

入

し

た

場

合

、

当

該

仕

入

れ

に

係

る

納

品

書

に

具

体

的

な

商

品

名

が

記

載

さ

れ

た

本

件

現

行

商

品

と

具

体

的

な

商

品

名

の

記

載

が

な

く

単

一

表

記

さ

れ

た

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

に

つ

い

て

、

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

は

、

請

求

人

が

私

的

に

収

集

す

る

目

的

で

購

入

し

た

も

の

で

あ

る

等

の

理

由

か

ら

、

所

得

税

法

�

条

《

家

事

関

連

費

等

の

必

要

経

費

不

算

入

等

》

１

項

１

号

に

規

定

す

る

家

事

上

の

経

費

に

該

当

し

、

ま

た

、

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

の

仕

入

金

額

は

本

件

現

行

商

品

と

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

に

係

る

購

入

対

価

の

金

額

で

あ

る

と

こ

ろ

、

納

品

書

に

は

各

商

品

の

単

価

や

数

量

が

記

載

さ

れ

て

お

ら

ず

、

事

業

の

遂

行

上

必

要

な

部

分

を

明

ら

か

に

区

分

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

か

ら

、

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

に

係

る

仕

入

金

額

の

全

額

が

同

号

に

規

定

す

る

家

事

上

の

経

費

に

関

連

す

る

経

費

（

家

事

関

連

費

）

に

該

当

し

、

必

要

経

費

に

算

入

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

。

審

判

所

の

判

断

　

本

件

プ

レ

ミ

ア

商

品

は

、

請

求

人

の

営

む

事

業

に

係

る

本

件

サ

イ

ト

上

で

販

売

し

て

い

た

も

の

と

推

認

さ

れ

、

他

に

販

売

目

的

で

仕

入

れ

た

こ

と

を

否

定

す

る

に

足

り

る

証

拠

も

な

い

か

ら

、

当

該

仕

入

金

額

は

家

事

費

と

認

め

ら

れ

な

い

。

ま

た

、

請

求

人

は

同

サ

イ

ト

上

で

本

件

現

行

商

品

を

実

際

に

販

売

し

て

い

た

か

ら

、

当

該

仕

入

金

額

は

請

求

人

の

事

業

に

直

接

要

し

た

費

用

と

い

え

る

。

そ

う

す

る

と

、

本

件

セ

ッ

ト

表

示

商

品

に

係

る

仕

入

金

額

は

、

必

要

経

費

と

家

事

費

の

性

質

を

併

有

す

る

も

の

と

は

い

え

な

い

か

ら

、

家

事

関

連

費

に

は

該

当

せ

ず

、

全

額

が

必

要

経

費

に

算

入

さ

れ

る

。

　

令

和

８

年

分

の

所

得

税

よ

り

、

合

計

所

得

金

額

が

２

３

５

０

万

円

以

下

の

個

人

を

対

象

に

、

基

礎

控

除

の

基

本

額

が

�

万

円

（

特

例

適

用

で

最

大

１

０

４

万

円

）

に

引

き

上

げ

ら

れ

る

。

ま

た

、

給

与

所

得

控

除

の

最

低

保

障

額

が

従

来

の

�

万

円

か

ら

�

万

円

（

５

万

円

の

特

例

上

乗

せ

を

含

む

）

に

引

き

上

げ

ら

れ

、

こ

れ

に

よ

り

、

基

礎

控

除

と

合

わ

せ

て

所

得

税

が

課

税

さ

れ

な

い

「

年

収

の

壁

」

が

大

幅

に

上

昇

し

、

１

７

８

万

円

ま

で

所

得

税

が

非

課

税

と

な

る

。

　

さ

ら

に

、

扶

養

親

族

等

の

所

得

要

件

が

、

現

行

の

合

計

所

得

金

額

�

万

円

以

下

か

ら

�

万

円

以

下

に

引

き

上

げ

ら

れ

る

。

基

礎

控

除

等

の

見

直

し

に

伴

う

措

置

で

、

配

偶

者

控

除

や

扶

養

控

除

の

対

象

と

な

る

所

得

基

準

が

緩

和

さ

れ

、

よ

り

多

い

収

入

で

も

扶

養

内

で

働

け

る

よ

う

に

な

る

。

そ

の

他

、

公

的

年

金

等

に

係

る

源

泉

徴

収

税

額

の

計

算

に

お

け

る

基

礎

的

控

除

額

の

引

上

げ

、

通

勤

手

当

の

非

課

税

限

度

額

の

改

正

、

食

事

の

現

物

支

給

に

係

る

非

課

税

限

度

額

の

引

上

げ

な

ど

も

行

わ

れ

る

。

　

本

書

で

は

、

こ

れ

ら

改

正

の

解

説

や

様

式

記

載

例

、

Ｑ

＆

Ａ

な

ど

を

掲

載

。

　

早

め

の

準

備

を

進

め

る

た

め

に

欠

か

せ

な

い

、

年

末

調

整

事

務

に

必

携

の

一

冊

。

　

Ｂ

５

判

、

４

８

２

ペ

ー

ジ

。

定

価

２

４

２

０

円

（

税

込

み

）

。

お

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



「

次

回

調

査

は

、

い

つ

行

く

ん

だ

？

」

「

は

い

、

先

方

と

日

程

調

整

を

し

ま

す

」

　

川

上

は

自

席

に

戻

っ

た

。

　

統

括

官

に

そ

う

返

事

し

た

も

の

の

、

２

日

目

の

調

査

が

終

了

し

た

時

点

で

、

社

長

や

税

理

士

に

は

、

「

あ

と

は

、

内

部

で

確

認

を

行

い

ま

す

」

と

告

げ

て

い

た

の

だ

っ

た

。

　

内

部

で

確

認

―

―

川

上

は

金

融

機

関

へ

の

反

面

調

査

を

考

え

て

い

た

。

金

貯

蓄

を

し

て

い

る

銀

行

に

赴

き

、

他

の

資

産

化

が

は

か

ら

れ

て

い

な

い

か

を

確

認

す

る

つ

も

り

だ

っ

た

の

だ

。

そ

れ

も

あ

く

ま

で

も

念

の

た

め

に

過

ぎ

ず

、

そ

れ

ら

を

終

え

れ

ば

、

調

査

を

終

え

て

い

い

と

、

川

上

自

身

は

見

極

め

て

い

た

。

　

川

上

に

そ

う

思

わ

せ

た

の

に

は

、

理

由

が

あ

っ

た

。

　

調

査

開

始

時

、

社

長

は

明

ら

か

に

び

く

つ

・

・

・

い

て

い

た

。

不

正

を

追

及

さ

れ

は

し

な

い

か

・

・

お

び

と

怯

え

、

事

業

概

況

聴

取

時

に

は

指

を

震

わ

せ

、

冷

や

汗

ま

で

か

い

て

い

た

の

だ

。

　

だ

が

、

不

正

を

告

白

し

て

か

ら

は

一

転

。

ま

る

で

別

人

の

よ

う

に

な

り

、

晴

れ

晴

れ

と

し

じ

ょ

う

ぜ

つ

た

表

情

で

饒

舌

に

な

っ

た

。

ど

ん

な

質

問

に

対

し

て

も

明

瞭

に

受

け

答

え

し

て

く

れ

た

。

　

他

に

ま

だ

隠

し

て

い

る

何

か

が

あ

っ

た

の

な

ら

、

あ

れ

ほ

ど

ま

で

変

わ

り

得

な

か

っ

た

の

で

は

な

い

か

。

ワ

ル

　

そ

れ

に

、

統

括

の

言

う

よ

う

に

夫

人

が

悪

で

あ

っ

た

と

し

て

も

、

２

つ

の

ノ

ー

ト

に

よ

っ

て

稼

働

日

数

と

現

場

作

業

は

把

握

し

た

の

だ

。

こ

れ

以

上

、

ど

う

す

れ

ば

売

上

除

外

が

で

き

る

と

い

う

の

か

。

　

調

査

２

日

目

に

は

、

経

費

項

目

の

架

空

を

も

想

定

し

、

領

収

書

な

ど

を

念

入

り

に

突

合

し

た

が

、

非

違

は

認

め

ら

れ

な

か

っ

た

の

だ

。

　

そ

れ

に

…

…

。

　

統

括

に

は

言

わ

な

か

っ

た

が

、

税

理

士

の

堀

田

の

こ

と

も

あ

る

。

　

２

日

目

の

午

後

だ

っ

た

。

社

長

が

ト

イ

レ

に

行

き

、

夫

人

が

お

茶

を

入

れ

替

え

る

と

言

っ

て

台

所

に

立

っ

た

時

だ

。

堀

田

が

、

「

調

査

官

は

優

秀

だ

ね

。

初

日

に

不

正

を

見

つ

け

、

そ

の

全

貌

把

握

を

短

時

間

に

や

っ

て

の

け

た

ん

だ

か

ら

。

ま

あ

こ

の

事

業

規

模

だ

し

ま

か

ら

、

臨

場

調

査

は

き

ょ

う

で

お

終

い

か

ね

」

こ

た

　

川

上

は

何

も

応

え

な

か

っ

た

。

す

る

と

、

「

実

は

私

、

こ

の

調

査

の

結

論

が

出

た

ら

、

再

検

査

を

受

け

よ

う

と

思

っ

て

い

て

ね

」

「

再

検

査

で

す

か

？

」

堀

田

の

顔

を

見

た

。

「

胃

の

検

診

で

引

っ

掛

か

っ

て

ね

。

こ

こ

の

と

こ

ろ

胃

が

重

く

、

調

子

も

よ

く

な

い

も

の

で

…

…

」

「

そ

れ

は

よ

く

な

い

で

す

ね

」

ペ

ン

を

置

く

。

　

堀

田

は

大

き

く

頷

く

と

表

情

を

曇

ら

せ

、

「

だ

か

ら

、

早

く

終

わ

っ

て

も

ら

え

る

と

助

か

る

ん

だ

よ

」

　

川

上

は

席

を

立

つ

と

、

統

括

席

に

行

き

、

堀

田

の

再

検

査

の

こ

と

を

説

明

し

た

。

「

そ

う

か

、

堀

田

先

生

が

な

…

…

。

ま

あ

、

事

実

か

も

知

れ

ん

が

、

そ

れ

は

そ

れ

だ

ろ

。

昔

職

場

で

ご

一

緒

し

た

こ

と

も

あ

る

か

ら

、

私

か

ら

電

話

を

入

れ

て

、

次

回

調

査

の

お

願

い

を

し

て

や

っ

て

も

い

い

が

、

ど

う

だ

？

」

「

い

え

、

そ

れ

は

、

そ

れ

は

私

が

や

り

ま

す

か

ら

…

…

。

あ

り

が

と

う

ご

ざ

い

ま

す

」

　

川

上

は

思

惑

が

外

れ

、

自

席

に

戻

る

と

、

堀

田

税

理

士

の

名

刺

を

取

り

出

し

、

電

話

を

か

け

た

。

す

ぐ

に

堀

田

が

電

話

に

出

た

。

　

次

の

調

査

日

程

を

、

と

言

っ

た

と

こ

で

、

〝

調

査

官

も

大

変

な

こ

と

は

分

か

る

け

ど

、

前

回

、

も

う

こ

れ

で

終

わ

り

だ

と

、

言

っ

て

ら

っ

し

ゃ

い

ま

し

た

よ

ね

。

そ

れ

に

、

次

回

は

会

社

で

、

い

っ

た

い

何

を

ご

覧

に

な

る

と

い

う

ん

で

す

〟

「

も

う

一

度

、

お

話

を

お

聞

き

し

た

い

の

で

す

が

…

…

」

　

受

話

器

の

向

こ

う

か

ら

、

大

き

な

た

め

息

が

聞

こ

え

、

〝

私

も

関

与

税

理

士

と

し

て

協

力

は

す

る

が

ね

、

調

査

官

が

臨

場

す

る

か

ら

に

は

、

関

与

先

に

ち

ゃ

ん

と

理

由

を

説

明

し

て

や

ら

な

い

と

、

向

こ

う

も

困

る

し

、

動

揺

も

す

る

さ

。

正

直

で

小

心

者

の

社

長

な

ん

だ

か

ら

。

　

そ

れ

に

、

お

話

し

て

お

願

い

し

ま

し

た

よ

ね

。

私

の

体

調

の

こ

と

。

私

も

信

頼

し

て

打

ち

明

け

た

ん

だ

。

そ

の

辺

り

も

、

汲

ん

で

も

ら

え

る

と

助

か

る

ん

だ

け

ど

ね

〟

て

ん

ま

つ

「

先

生

の

ご

都

合

が

つ

か

な

け

れ

ば

、

顛

末

は

調

査

後

に

お

知

ら

せ

し

ま

す

か

ら

…

…

」

〝

そ

れ

じ

ゃ

あ

、

顧

問

先

に

示

し

が

つ

か

ん

で

し

ょ

う

が

。

ま

っ

た

く

困

っ

ち

ま

う

な

。

　

分

か

り

ま

し

た

よ

。

社

長

に

連

絡

し

ま

す

よ

。

じ

ゃ

あ

〟

　

電

話

は

そ

の

ま

ま

切

れ

た

。

　

そ

ん

な

一

部

始

終

を

、

書

類

に

目

を

落

と

し

た

ま

ま

の

統

括

官

が

聞

い

て

い

た

。

　茨城県守谷市は、県の南西端に位置し、東京都心か

ら�㌔㍍圏内にある。東は取手市、西は常総市、北は

つくばみらい市に隣接し、利根川、鬼怒川、小貝川の

清流に囲まれ、水と緑に恵まれた大地の上に形成され

た市街地。つくばエクスプレスの開業以降、さらに人

口が増加し、それに伴い住環境が整い、住みやすい街

の上位にもランキングされる。

　人口は約７万１０００人。

　そんな同市は、県内屈指のふるさと納税受入額を誇

る人気の自治体であり（令和７年度は全国で�位、受

入額は約�億円）、市内には国内最大級のアサヒビー

ル工場や明治の守谷工場があるため、全国的に有名な

定番のビールや乳飲料が圧倒的な人気を集めている。

　ビールだけでも、「アサヒスーパードライ」「世界

初！生ジョッキ缶」「アサヒ生ビール（マルエフ）」

があり、その他、チューハイ、カクテル、ハイボール、

ノンアルコールビールと、ラインナップは豊富だ。

　乳製品では、明治の「プロビオヨーグルトＲ－１

ドリンクタイプ��ｇ×�本セット」が同市のふるさ

と納税ホームページで紹介されている。

　生鮮も返礼品として用意されている。県の高級ブラ

ンド牛の「常陸牛」を各種取り扱っている。肉質等級

が４等以上の厳しい条件をクリアした黒毛和牛のみが

常陸牛を名乗ることができ、広大な大地で生産者の技

術と努力と愛情をもって育てられた銘柄牛。その他鶏

肉や豚肉も選ぶことができる。

　スイーツだってある。同市で育った旬の季節野菜（無

添加・無農薬・有機栽培）を使ったベーグルセット、

県の名産品である干し芋「紅はるか」の干し芋１㌔㌘

化粧箱入りなどがある。

　寄附金は、①生活環境の向上を図る事業、②健康福

祉の増進を図る事業、③教育文化の振興を図る事業な

どに使用される。

　例えば②では、安心して子育てができるまちを実現

するための事業（子育て、母子保健、遊べる場の提供

など）、高齢者が安心して暮らし、社会参加や支えあ

い活動が活発になる事業（生きがいづくり、介護予防、

高齢者福祉サービスなど）、誰もが身近な地域で助け

合いながら安心して暮らせる事業（地域福祉、セーフ

ティーネット、障がい福祉など）に使用される。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

福

岡

・

博

多

税

務

署

管

内

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

（

坂

本

文

比

古

会

長

）

と

博

多

税

務

署

（

早

田

寛

署

長

）

は

９

月

９

日

、

福

岡

市

東

区

の

同

署

会

議

室

で

令

和

８

年

度

の

中

学

生

の

「

税

に

つ

い

て

の

作

文

」

の

審

査

会

を

合

同

で

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

今

年

の

応

募

総

数

は

１

４

９

８

編

で

、

審

査

員

と

し

て

坂

本

会

長

を

は

じ

め

同

納

貯

連

役

員

と

会

員

、

早

田

署

長

や

九

州

北

部

税

理

士

会

博

多

支

部

の

役

員

ら

約

�

人

が

出

席

し

た

。

　

坂

本

会

長

は

「

税

や

社

会

に

対

す

る

関

心

の

高

さ

が

感

じ

ら

れ

、

毎

回

感

心

さ

せ

ら

れ

ま

す

」

と

感

想

を

語

り

、

早

田

署

長

は

「

学

校

関

係

者

や

応

募

さ

れ

た

中

学

生

の

皆

様

の

ご

協

力

に

感

謝

申

し

上

げ

ま

す

」

と

述

べ

た

。

　

愛

知

・

一

般

社

団

法

人

中

川

青

色

申

告

会

（

西

垣

直

哉

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

名

古

屋

市

工

業

研

究

所

で

ブ

ロ

ッ

ク

合

同

研

究

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

当

日

は

、

中

川

税

務

署

の

石

渡

英

二

署

長

、

中

瀬

義

晴

副

署

長

、

西

ヶ

谷

桂

個

人

第

一

統

括

官

、

日

本

政

策

金

融

公

庫

熱

田

支

店

の

成

島

高

理

支

店

長

を

来

賓

と

し

て

招

き

、

同

会

役

員

・

支

部

会

員

ら

�

人

が

出

席

し

た

。

　

研

究

会

は

、

宇

野

久

夫

専

務

理

事

の

進

行

で

始

ま

り

、

西

垣

会

長

は

「

会

発

展

へ

の

新

た

な

指

針

が

提

示

さ

れ

る

こ

と

を

期

待

す

る

」

と

あ

い

さ

つ

し

た

。

　

研

修

①

は

、

宇

野

専

務

理

事

が

「

会

員

増

強

運

動

の

取

り

組

み

方

」

を

テ

ー

マ

に

、

中

川

会

を

取

り

巻

く

現

況

を

説

明

し

た

。

そ

の

後

、

女

性

部

、

青

年

部

、

改

正

拡

大

委

員

会

が

活

動

報

告

を

行

っ

た

。

　

研

修

②

は

、

中

瀬

副

署

長

が

「

税

務

の

職

場

で

の

経

験

」

を

テ

ー

マ

に

、

主

と

し

て

、

こ

れ

ま

で

の

税

務

職

員

と

し

て

の

経

歴

を

説

明

す

る

な

か

で

、

税

務

行

政

の

移

り

変

わ

り

や

、

今

後

の

方

向

性

に

つ

い

て

話

し

た

。

　

研

修

③

は

、

成

島

支

店

長

が

「

物

価

高

対

策

と

金

融

情

勢

に

つ

い

て

」

を

テ

ー

マ

に

、

最

近

の

物

価

高

の

現

状

や

各

事

業

者

の

対

応

状

況

、

金

融

情

勢

な

ど

に

つ

い

て

説

明

し

た

。

　

東

海

酒

類

行

政

連

絡

協

議

会

（

盛

田

宏

会

長

）

は

９

月

�

日

、

名

古

屋

観

光

ホ

テ

ル

で

第

�

回

通

常

総

会

を

開

催

し

た

。

　

来

賓

と

し

て

名

古

屋

国

税

局

の

白

津

吉

弘

課

税

第

二

部

長

、

楠

木

智

酒

類

監

理

官

、

向

井

伸

彦

鑑

定

官

室

長

、

岡

本

明

紀

酒

税

課

長

ら

が

出

席

し

た

。

　

総

会

で

は

、

国

税

庁

の

「

新

指

針

」

及

び

公

正

取

引

委

員

会

の

「

酒

類

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

」

「

優

越

的

地

位

の

濫

用

に

関

す

る

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

」

の

精

神

を

尊

重

し

て

取

引

を

推

進

す

る

こ

と

、

生

販

三

層

が

協

調

し

て

酒

類

の

特

性

か

ら

く

る

社

会

的

要

請

（

�

歳

未

満

の

者

の

飲

酒

防

止

等

）

に

積

極

的

に

対

応

す

る

こ

と

、

税

務

行

政

、

酒

類

行

政

に

協

力

し

、

特

に

「

日

本

産

酒

類

の

輸

出

促

進

」

に

積

極

的

に

取

り

組

む

と

と

も

に

、

物

流

問

題

の

全

体

最

適

な

改

善

に

努

め

る

ほ

か

、

「

消

費

税

の

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

」

の

円

滑

な

定

着

に

努

め

る

こ

と

な

ど

を

盛

り

込

ん

だ

令

和

８

年

度

事

業

計

画

書

案

な

ど

を

審

議

し

、

承

認

し

た

。

　

総

会

後

は

、

名

古

屋

国

税

局

の

山

崎

翼

局

長

が

、

「

税

務

行

政

の

現

状

と

課

題

」

を

テ

ー

マ

に

講

演

し

た

＝

写

真

。

　

公

益

社

団

法

人

札

幌

中

法

人

会

（

高

橋

洋

康

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

北

海

道

大

学

の

留

学

生

と

の

交

流

会

を

実

施

し

た

。

　

今

回

は

８

カ

国

か

ら

の

留

学

生

と

そ

の

家

族

計

�

人

と

、

会

員

お

よ

び

家

族

�

人

の

合

計

�

人

の

参

加

が

あ

っ

た

。

　

バ

ン

グ

ラ

デ

シ

ュ

と

中

国

の

参

加

者

が

大

半

を

占

め

た

が

、

イ

ン

ド

ネ

シ

ア

、

イ

ラ

ン

、

ス

ウ

ェ

ー

デ

ン

、

韓

国

、

ト

リ

ニ

ダ

ー

ド

ト

バ

コ

、

ジ

ャ

マ

イ

カ

か

ら

の

参

加

者

も

。

　

子

ど

も

た

ち

に

は

日

本

の

お

も

ち

ゃ

セ

ッ

ト

を

配

付

し

、

親

子

と

も

に

大

喜

び

だ

っ

た

。

　

当

日

は

天

候

に

も

恵

ま

れ

、

最

初

に

円

山

動

物

園

を

見

学

＝

写

真

、

子

ど

も

た

ち

は

初

め

て

見

る

珍

し

い

動

物

に

大

喜

び

で

、

動

物

園

が

初

め

て

の

留

学

生

も

多

く

、

皆

、

興

味

津

々

に

各

施

設

を

回

っ

て

い

た

。

　

そ

の

後

、

交

流

会

会

場

に

移

動

し

、

留

学

生

の

テ

ー

ブ

ル

に

会

員

が

積

極

的

に

入

る

場

面

も

。

多

く

の

留

学

生

は

日

本

語

が

堪

能

で

あ

っ

た

が

、

中

に

は

英

語

を

交

え

な

が

ら

の

会

話

も

み

ら

れ

た

。

　

留

学

生

か

ら

は

、

「

日

本

、

札

幌

が

大

好

き

で

す

。

こ

の

よ

う

な

素

晴

ら

し

い

文

化

交

流

を

開

催

し

て

い

た

だ

き

、

大

変

感

謝

し

て

い

ま

す

」

な

ど

と

、

好

感

的

な

意

見

が

多

数

あ

っ

た

。

　

今

回

が

�

回

目

と

な

っ

た

が

、

こ

れ

ま

で

約

�

カ

国

、

２

０

０

０

人

と

交

流

、

国

際

交

流

と

し

て

大

い

に

貢

献

し

て

い

る

。

　

国

税

庁

の

７

月

�

日

付

の

定

期

人

事

異

動

で

、

高

松

国

税

不

服

審

判

所

長

に

小

川

健

一

氏

が

就

任

し

た

＝

写

真

。

小

川

所

長

は

就

任

の

抱

負

を

次

の

よ

う

に

語

っ

た

。

　

国

税

不

服

審

判

所

は

、

税

務

行

政

部

内

に

お

け

る

公

正

な

第

三

者

的

機

関

と

し

て

、

適

正

か

つ

迅

速

な

事

件

処

理

を

通

じ

て

、

納

税

者

の

正

当

な

権

利

利

益

の

救

済

を

図

る

と

と

も

に

、

税

務

行

政

の

適

正

な

運

営

の

確

保

に

資

す

る

こ

と

を

使

命

と

し

て

い

ま

す

。

　

こ

の

使

命

を

果

た

す

た

め

、

審

判

所

で

は

「

充

実

し

た

調

査

・

審

理

に

基

づ

く

適

正

な

裁

決

」

、

「

原

則

１

年

以

内

の

迅

速

な

裁

決

」

、

「

審

判

の

透

明

性

の

確

保

」

、

「

裁

決

の

質

的

向

上

」

及

び

「

簡

潔

・

明

瞭

な

裁

決

書

の

作

成

」

と

い

う

方

針

を

掲

げ

て

お

り

、

当

支

部

で

も

こ

の

方

針

の

下

、

審

査

請

求

人

と

原

処

分

庁

そ

れ

ぞ

れ

に

対

し

て

誠

実

か

つ

適

切

に

対

応

し

、

審

査

請

求

事

件

を

公

正

妥

当

に

処

理

し

て

ま

い

り

ま

す

。

　

経

済

社

会

が

大

き

く

変

化

す

る

中

に

お

い

て

、

国

民

の

皆

様

か

ら

よ

り

一

層

の

信

頼

を

得

て

審

判

所

が

そ

の

使

命

を

果

た

し

続

け

る

た

め

に

は

、

個

々

の

審

査

請

求

に

適

切

に

対

応

す

る

こ

と

は

も

ち

ろ

ん

の

こ

と

、

社

会

や

環

境

の

変

化

に

応

じ

た

適

正

か

つ

合

理

的

な

運

営

が

必

要

と

な

り

ま

す

。

こ

の

た

め

、

今

後

も

様

々

な

取

組

に

チ

ャ

レ

ン

ジ

し

て

ま

い

り

た

い

と

考

え

て

い

ま

す

。

　

小

川

　

健

一

（

お

が

わ

・

け

ん

い

ち

）

氏

の

略

歴

　

平

成

元

年

関

東

信

越

国

税

局

採

用

。

関

東

信

越

審

判

所

第

二

部

審

判

官

（

総

括

担

当

）

、

関

東

信

越

国

税

局

課

税

第

一

部

審

理

課

課

長

な

ど

を

経

て

、

令

和

７

年

７

月

か

ら

税

務

大

学

校

関

東

信

越

研

修

所

所

長

。

�

歳

。

茨

城

県

出

身

。

　

神

奈

川

・

鎌

倉

税

務

署

管

内

の

税

務

関

係

６

団

体

で

構

成

す

る

鎌

倉

団

体

長

会

（

会

長

＝

栗

原

英

信

鎌

倉

間

税

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

中

学

生

を

対

象

と

し

た

「

税

に

つ

い

て

の

作

文

」

対

策

セ

ミ

ナ

ー

を

オ

ン

ラ

イ

ン

で

開

催

し

た

。

　

同

セ

ミ

ナ

ー

は

、

税

に

対

す

る

理

解

を

深

め

る

と

と

も

に

、

作

文

作

成

の

参

考

に

し

て

も

ら

う

こ

と

を

目

的

に

毎

年

実

施

し

て

い

る

も

の

。

　

当

日

は

鎌

倉

税

務

署

管

内

を

は

じ

め

県

内

各

地

か

ら

中

学

生

�

人

が

参

加

。

６

団

体

の

担

当

者

が

リ

レ

ー

形

式

で

講

師

を

務

め

、

「

税

金

の

役

割

と

使

い

道

」

「

社

会

と

税

の

関

わ

り

」

な

ど

に

つ

い

て

、

身

近

な

事

例

を

交

え

な

が

ら

分

か

り

や

す

く

解

説

し

た

。

　

ま

た

、

税

を

通

じ

て

社

会

の

仕

組

み

や

民

主

主

義

に

つ

い

て

考

え

る

内

容

も

盛

り

込

ま

れ

、

生

徒

た

ち

は

熱

心

に

耳

を

傾

け

て

い

た

。

　

セ

ミ

ナ

ー

後

半

の

質

疑

応

答

で

は

、

「

日

本

と

海

外

で

は

税

に

対

す

る

考

え

方

に

ど

の

よ

う

な

違

い

が

あ

る

の

か

」

「

消

費

税

を

１

％

に

し

た

場

合

の

メ

リ

ッ

ト

と

デ

メ

リ

ッ

ト

は

何

か

」

な

ど

の

質

問

が

寄

せ

ら

れ

た

。

こ

れ

に

対

し

、

東

京

地

方

税

理

士

会

鎌

倉

支

部

の

税

理

士

が

丁

寧

に

回

答

し

、

生

徒

た

ち

は

税

に

対

す

る

理

解

を

一

層

深

め

た

。

　

同

会

事

務

局

は

、

「

昨

年

は

受

講

し

た

生

徒

か

ら

受

賞

者

が

生

ま

れ

、

セ

ミ

ナ

ー

の

成

果

を

実

感

し

て

い

る

。

今

年

は

�

人

に

参

加

い

た

だ

い

た

が

、

来

年

は

さ

ら

に

多

く

の

中

学

生

に

受

講

し

て

も

ら

い

、

税

に

つ

い

て

考

え

る

き

っ

か

け

に

し

て

ほ

し

い

」

と

期

待

を

寄

せ

て

い

る

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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